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１．研究概要（目的・狙いなど） 

本研究では、BtoC-EC（企業と消費者間での電子商取引）に焦点をあて、その中でも物販系分野―特に衣類・服装雑

貨等の購入においては不満が大きい事を指摘し、不満を解消する新しい制度を提案する。  

インターネットの普及によってコンピューターを通じたネットワーク上での取引や電子商取引は拡大してきた。さらに近年、ネットワ

ーク状況の整備が進んだことやスマートフォンの普及に合わせて、実店舗で商品を購入するだけでなく電子商取引によって商品を

購入する消費者も増えてきた。すなわち、BtoC-EC市場が拡大しているということだ。しかし、BtoC-ECの増加と同時に取引に

関する不満も大きくなっている。 

 

そこで本研究ではまず「BtoC-EC への不満が大きくなるのは、どのような場合か」を考察した。BtoC-EC の実態をよく観察する

と、アプリやソフトあるいはゲームといった情報財の取引と、衣料や服飾雑貨の取引という 2 つがあることに注目し、取引される財の 



特徴によって不満の程度や性質が異なることを発見した。また、ゼミ内のディスカッションで「情報財の BtoC-EC よりも、衣料や服

飾雑貨の BtoC-EC で不満を感じることが多い」という意見が多かったことから、衣料や服飾雑貨といった物販系分野の BtoC-

EC に焦点を絞って調査・研究を行うことにした。   

つぎに、「なぜ、物販系分野のBtoC-ECでは、大きな不満を感じるのか」について討議を行い、「情報財に比べると、事前の期

待が大きいから」―すなわち情報の非対称性が存在することと、「衣料や服飾雑貨は（たとえ“返品可”と明示してあっても）現

実には返品しにくい」―すなわち不完全な返品システムという２つの要因が不満の正体であるとの結論に至った。最後に、上述の

ような情報の非対称性と不完全な返品システムという要因を解消するための制度イノベーションについて検討した。  

 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

2018 年 4 月の経済産業省の報告（参考文献１）によると、BtoC-EC の市場規模は年々拡大しており、2017 年度は

全体で 16 兆 5054 億円であり、前年度比 9.1％の伸び率であった。そのうち、サービス系分野やデジタル系分野以外の物販

系分野は、８兆 6008 億円（52.1％）を占める。その中でも、衣類・服装雑貨等は最も市場規模が大きく、1 兆 6454 億

円に上る。   

これからの BtoC-EC 市場は更に拡大していくと考えられる。背景には、高年齢層へのスマートフォンの普及、スマートフォンを所

持しているが未だかつてネット通販を利用したことのない人々が利用し始める可能性、また企業の EC 化が進むことが考えられる。 

しかし、ネット通販を利用する人にも利用しない人にも共通する不満は主に衣類・服装雑貨等へと多数寄せられた。   

衣類・服装雑貨のネット通販では不満足度が高いという事実は、企業側も看過できないようで、ネット通販大手の株式会社

ZOZO（旧・スタートトゥデイグループ）は、2016 年に「採寸用ボディースーツ ZOZOSUIT（ゾゾスーツ）」を開発し、サイズに 

関する不満を解消しようとした。   

だが、衣類・服装雑貨といった物販系通販のヘビーユーザーであるわれわれ大学生からみると、ZOZOSUIT はピントのズレた

戦略のように思われてならない。物販系BtoC-ECで不満足度が高いのは、上述のように情報の非対称性が存在するからだが、

それはサイズに関する情報の非対称性ではなく、着てみた時のイメージのずれが問題だからだ。たとえ、サイズがぴったりな衣料が

送られてきたとしても、着た時のフィーリングが、購入前に想像したものと異なれば、不満足度は高いままである。   

したがって、ネットで見た時にイメージした「その服を着てクールに決まっているオレ」と、それが届いて着て見た時の「意外と“いけて

いない”オレ」という、2 つの情報の非対称性を解消する新しい制度を考えなければならない。   

「新しい制度の設計」は、これまでは、企業の戦略担当者や行政府など、サプライチェーンの“上流”からの提案によってつくられ

てきた。だが、情報通信技術の発達によって“草の根”のユーザーが企業や社会を動かすようになっている現代では、新制度の提

案―すなわち制度イノベーションも“草の根”ユーザーが中心となることが出来るかもしれない。本研究は、そうした“草の根”ユーザ

ーによる制度イノベーションをめざす。  

 

３．研究テーマの課題 

「ネット通販に対する不満障壁を見つけ解消することで、取引に関与する全員にとってより満足度の高い BtoC-EC 取引環境

を構築できるか」   

上述の“不満障壁”として、私たちは「情報の非対称性」と「不完全な返品システム」が挙げられる。「情報の非対称性」とは、

売り手が提示する情報と買い手が受け取る情報が完全に一致していないことである。例を挙げると、ネット通販で購入した洋服の

イメージが想像と異なってしまう。一方「不完全な返品システム」とは BtoC-EC 市場で取り扱われた全ての商品が返品することが

できるわけではないことである。  

 「情報の非対称性」が解消されなければ、利用者が商品を購入した際にイメージしていた商品と異なるものが届き、利用者の

不満足度が高まる。また、その商品を返品しよう「不完全な返品システム」では利用者は、不満足な商品のみをネット通販から得

たという形になってしまい不満足度がより高まる。また、事業者にとっても顧客が減少する。 

 つまりこのことから取引に関与する全員にとってより満足度の高い取引環境を構築するには、情報の非対称性という問題を解決

しなければならない。 

 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 



通販での「不完全な返品システム」における不満を解消するために、事前に一定額支払えば、購入した商品を返品することが

可能な”保険“という機能を設けることを提案する。 

これは 2 つの問題に対してアプローチをかける。それは物理的サイズの問題と、上記にある感性的サイズの問題である。1 つ目

の物理的サイズの問題に関して、例えば表記されたサイズが海外水準のために自分とあわない時をあげよう。この時購入する前に

あらかじめ保険に入っていれば、返品することで全額返金してもらえるシステムになる。 

次に感性的サイズの問題である。どれだけ既存にある技術を使って自分の体のサイズを把握していても、着た洋服のイメージが

想像と異なっているようでは、無用である。通販を利用する人々にとってそういった実際に手をとってでしか分からない”感性的サイ

ズ”というものには通販で 100%の信頼感を得させることは難しいだろう。 

つまり保険加入者はリスクを最小限にして通販に挑戦することができる。 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

「2017年卒マイナビ大学生のライフスタイル調査」によると 2017年卒学生のスマートフォン保有率は 97.4％と過去最高で、

メディア研究所の「メディア定点調査 2018」によると男女共に私たち 20 代のスマートフォン保有率が他の年代よりも高い。また、

日本クレジット協会のデータでは 22 歳までのカード新規発行の伸び率が高く、私たちの年代はネット通販に接する機会が十分に

多いのではないかという考えに至った。 

 そこで、我々は同年代のネット通販に対する不満の声を調査するべく「通販において不満を感じている部分はどこか」というアンケ

ート調査を実施した。 

 実施期間：2018/11/05-2018/11/10 

 実施対象：関西学院大学学生 61人 

 実施方法：グーグルフォーム 

 結果は、61 人中実に 43 人の回答が衣類・服飾雑貨等に関する不満であった。あくまで、通販においての不満を尋ねたもの

で、質問内で衣類・服飾雑貨等に関した記述がなかったにもかかわらずである。 

 このことから、若者の通販に対する不満は主に衣類・服飾雑貨等に関することがわかった。 

 

６．結果や今後の取り組み 

 私たちはこの保険システムが確立すれば、主に次の２つのメリットが生まれ事業者と利用者の双方にとってメリットがあると考える。 

 1 つ目は、返品された商品の意見をサイトに反映させることで未然にサイズミスの問題を防ぎ、通販への障壁を取り除くことであ

る。これは、そもそもの返品リスクが減らすことにつながる。事業者にとっては、意見を通じて消費者のニーズを理解することができる。

利用者にとっては、自身が購入したい商品の意見を確認することで、物理的サイズと感性的サイズに対する自身のイメージとの違

いを埋めることができる。 

 2 つ目は、実際に返品された商品のみのサイトを作成することでオンライン型のアウトレットを運営することだ。これによって事業者

は返品された商品自体の損失を減らし、またそれを新たな商品として消費者に届ける機会を作ることができ、新規の通販利用者

の増加も見込める。利用者には、ほぼ新品に近い商品を割安で購入できる機会が生まれるというメリットがある。 
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